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防災・減災、国土強靱化のさらなる強力な推進について 

 

近年、台風や豪雨等により各地で甚大な被害が発生しているが、今後も気候変動による

降雨量の増大や気象災害の頻発化・激甚化は明らかな状況である。また、南海トラフ地震

が、今後30年以内に高い確率で発生すると想定されるなど、国難レベルの巨大地震発生の

切迫性が高まっているところである。 

こうした中、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（以下、「３か年緊急対

策」という）等により、国と地方が一体となってハード、ソフトの両面から、喫緊の防

災・減災、国土強靱化対策に集中的に取り組んでいるところである。 

しかしながら、「３か年緊急対策」の対象となった箇所以外にも対策が必要な箇所は多数

存在しており、頻発化・激甚化する自然災害に対する抜本的な対策は、まだ道半ばであ

る。 

また、平成30年７月豪雨によりため池が決壊し、人的被害が発生したのをはじめ、令和

元年８月九州北部豪雨や９月の台風第15号等の襲来により全国各地で甚大な被害が生じ

た。「農業用ため池の管理及び保全に関する法律」が施行され、ため池の管理体制の強化を

進めている中で、早急にハード対策が必要となるため池が大幅に増加し、その対策は今後

長期間にわたると見込まれる。 

令和元年10月の東日本台風においては、大規模河川の氾濫や堤防の決壊等により、甚大

な被害が発生した。一方、多くの国土交通省所管ダムで洪水調節を実施し、下流の水位上

昇の抑制が図られ、令和元年12月に出された「既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基

本方針」では、すべての既存ダムで洪水調節機能強化のために事前放流を検討することと

されているが、一級河川の府県管理の多目的ダム及び二級河川のダムは利水者に対する国

による損失の補填制度がない状況である。 

さらには、今回の新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、過度な東京圏への一極集中

等のリスクを改めて認識させた。 

どこで発生するかもしれない国難レベルの自然災害に負けない国土づくりを切れ目なく

推進するためには、「３か年緊急対策」後も地方の実情に応じた対策内容の充実を図り、防

災・減災、国土強靱化対策を強力かつ継続的にハード、ソフトの両面から進める必要があ

る。 

また、気候変動を踏まえた河川改修に加えて、調整池等の整備による雨水貯留や、氾濫

特性を考慮したまちづくり等を適切に組み合わせた流域治水による新たな事前防災・減災



対策への転換や、更なる河道掘削・堤防強化対策等による水災害対策の強化についても、

防災・減災、国土強靱化対策を強力かつ継続的に進めるためには必要である。 

新型コロナウイルス感染症の影響で落ち込んだ景気を支え、過度な東京圏への一極集中

を解消し、地方創生を実現するため、地方の安全・安心なくらしの基盤整備をハード、ソ

フトの両面から推進することが必要であり、次のとおり提言する。 

 

（１）「３か年緊急対策」後も必要な予算・財源を安定的に別枠で確保し、さらなる対策の 

推進・充実を図り、これまで以上に強靱な国土づくりを強力かつ継続的に進めること 

 

（２）地方が国土強靱化に資する対策を円滑に進められるよう、緊急防災・減災事業およ 

び緊急自然災害防止対策事業等の延長や起債制度の充実を図ること 

 

（３）ため池のハード対策の実施に必要となる耐震調査や実施計画策定などの調査計画事 

業をはじめ、管理体制の強化に資するパトロールや現地指導等の保全活動に要する経 

費などのソフト対策について、令和２年度までとなっている国の定額補助制度を維 

持・拡充すること 

 

（４）将来にわたって治水効果を発揮する事前防災・減災対策の加速化を図ること 

 

（５）堤防強化対策を集中的に実施できるよう、新たな予算制度を創設すること 

 

（６）事前放流にあたり、全てのダムを利水者に対する国の損失補填制度の対象とすると 

ともに、補填費用も国が負担すること 
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